[bookmark: _GoBack]一関市告示第106号

　一関市結婚新生活支援補助金交付要綱を次のように定め、令和３年４月１日から施行する。

　　令和３年３月31日

一関市長　勝　部　　　修　　　　　　

一関市結婚新生活支援補助金交付要綱　　　　　　　　　　　　　　　
（目的）
[bookmark: 22000036201000000010]第１　婚姻に伴う新生活の開始に係る経済的負担の軽減を図り、もって地域における人口減少対策に資するため、新婚世帯を対象に、住居費及び引越費用に対し、予算の範囲内で一関市補助金交付規則（平成17年一関市規則第52号。以下「規則」という。）及びこの告示により補助金を交付する。
　　
[bookmark: 22000036201000000014]（定義）
[bookmark: 22000036201000000016][bookmark: 22000036201000000020]第２　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　新婚世帯　令和３年１月１日から令和４年３月31日までの間に婚姻届を提出し、受理された夫婦をいう。
[bookmark: 22000036201000000024][bookmark: _Hlk516628869]⑵　住居費　令和３年１月１日から令和４年３月31日までの間に結婚を機に市内に新たに住宅を取得し、又は賃借する際に要した費用のうち、当該住宅の購入費、建築費、賃料、敷金、礼金（保証金等これらに類する費用を含む。）、共益費及び仲介手数料をいう。ただし、賃料について、勤務先から住宅手当が支給されている場合にあっては当該住宅手当に相当する費用を、公的制度による家賃補助を受けている場合にあっては当該家賃補助に相当する費用を除く。
[bookmark: 22000036201000000030]⑶　引越費用　令和３年１月１日から令和４年３月31日までの間に結婚を機に市内の住居に引越しをする際に要した費用のうち、引越業者又は運送業者への支払いに係る実費をいう。
[bookmark: 22000036201000000034]⑷　貸与型奨学金　公的団体又は民間団体から学生の修学や生活のために貸与された資金をいう。
[bookmark: 22000036201000000038]（補助対象者）
[bookmark: 22000036201000000040]第３　補助金の交付の対象となる世帯（以下「補助対象者」という。）は、次のいずれにも該当する新婚世帯とする。
[bookmark: 22000036201000000044][bookmark: _Hlk516626000]⑴　補助金の交付の申請の日（以下「申請日」という。）において、夫婦の双方又は一方の住所を住居費の対象となっている住居に新たに定めていること。
[bookmark: 22000036201000000048]⑵　婚姻日において、年齢が夫婦のいずれも39歳以下であること。
[bookmark: 22000036201000000052][bookmark: _Hlk516635751]⑶　新婚世帯の所得金額（令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分の夫婦の所得を合算した金額（夫婦の双方又は一方が離職し、申請日において無職である場合にあっては、離職をした者に係る所得は算定の対象としない。）をいう。以下同じ。）が400万円未満であること。ただし、貸与型奨学金の返還を行っている場合にあっては、新婚世帯の所得金額から令和２年中の貸与型奨学金の返還金の総額を控除した額が400万円未満であること。
[bookmark: 22000036201000000056]⑷　夫婦のいずれにも市税の滞納がないこと。
[bookmark: 22000036201000000062]⑸　夫婦のいずれもが過去にこの告示に基づく補助金の交付を受けたことがないこと。
⑹　県又は市が実施する結婚、妊娠、出産又は子育てに関するセミナー等に参加する意思があること。
（補助対象経費）
第４　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、住居費及び引越費用とする。
[bookmark: 22000036201000000088]（補助金の対象経費、交付要件及び補助金の額）
第５　補助金の対象経費、交付要件及びこれに対する補助金の額は、次のとおりとする。
	補助金の
対象経費
	交付要件
	補助金の額

	住居費及び引越費用
	婚姻日において、夫婦いずれもが29歳以下である場合
	対象経費の額以内の額で、補助対象者一世帯当たり60万円以内の額（その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

	
	婚姻日において、夫婦のいずれか又はいずれもが30歳以上39歳以下である場合
	対象経費の額以内の額で、補助対象者一世帯当たり30万円以内の額（その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）


(提出書類及び提出期日)
第６　規則に定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。
（この告示の失効）
第７　この告示は、令和４年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに行われた第６の規定による申請に係る補助金の交付については、同日後も、なおその効力を有する。
(補則)
第８　この告示に定めるほか、必要な事項は、市長が別に定める。
[bookmark: 13001125601000000008]

別表（第６関係）
	条項
	提出書類及び添付書類
	様式
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	結婚新生活支援補助金交付申請書
１　婚姻届受理証明書又は婚姻後の戸籍謄本 
２　夫婦の双方の直近の年の所得証明書（所得がない場合は、所得がないことを証明する書類）
３　夫婦の双方又は一方の市内の住所が記載されている住民票
４　夫婦の双方の令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分の納税証明書
５　（住居を購入した場合）物件代金の領収書の写し及び売買契約書又は請負契約書の写し
６　（住居を賃貸した場合）物件の賃貸借契約書の写し及び領収書の写し
７　（住居を賃貸した場合）住居手当支給証明書
８　（引越費用の場合）引越しに係る領収書の写し
９　（第３第２号アに該当する場合）離職票の写し
10　（第３第２号イに該当する場合）貸与型奨学金の年間返済額が分かる書類
11　市長が必要と認める書類
	第１号












第２号
	別に定める。

	規則第６条第１項第１号、第２号及び第３号の規定による書類
	結婚新生活支援補助金変更（中止、廃止）交付申請書
	第３号
	別に定める。

	規則第13条第１項の規定による書類
	結婚新生活支援補助金交付請求書
	第４号
	別に定める。






様式第１号（別表関係）
年　　月　　日

　一関市長　　　　　　　様

（申請者）住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　
電話番号

結婚新生活支援補助金交付申請書

結婚新生活支援補助金の交付を受けたいので、一関市補助金交付規則により関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を申請します。
	申請者
	ふりがな
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（　　歳）

	
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	就労の有無
	有　・　無

	配偶者
	ふりがな
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（　　歳）

	
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	就労の有無
	有　・　無

	婚姻届提出日
	年　　　月　　　日

	新居への住民登録年月日
	（夫）　　　　年　　月　　日（妻）　　　　年　　月　　日

	所得
	（夫）　　　　　円（妻）　　　　　　円　（計）　　　　　　　円

	
	貸与型奨学金返済額
	（夫）　　　　　円（妻）　　　　　　円　（計）　　　　　　　円

	補助金上限額区分

	□60万円（夫婦とも29歳以下）　□30万円（片方又は双方が30～39歳）
　



	事業内訳（該当するものに☑をすること）
	□住居費
（取得）
	契約締結年月日
	年　　　月　　　日

	
	
	契　約　金　額（Ａ）
	　　　　　　　　　　　　　円

	
	□住居費
（賃借）
	家　　　　　賃
	①家　　　賃　月額　　　　　　　円
②住宅手当等　月額　　　　　　　円
実質家賃（①－②）　　　　円×　か月
　　　　　　　　　円

	
	
	敷　　　　　金
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	礼　　　　　金
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	共　　益　　費
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	仲介手数料
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	小　　　　　計（Ｂ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	□引越費用
	引越しをした日
	年　　　月　　　日

	
	
	費　　　　　用（Ｃ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	合　計（Ｄ）　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助申請額　※（Ｄ）と補助金上限額を比較し低い金額
　　　　　　　※1,000円未満切り捨て
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	同　意　及　び　確　認
	申　請　者
	· 私は、市税の納付状況について、市が閲覧することに同意します。
· 私は、過去にこの補助金を受けたことがありません。
· 私は、公的制度による家賃補助を（受けていません・受けています）。
※どちらかを選択すること。
· 私は、県又は市が実施するセミナー等に参加します。

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	配　偶　者
	· 私は、市税等の納付状況について、市が閲覧することに同意します。
· 私は、過去にこの補助金を受けたことがありません。
· 私は、公的制度による家賃補助を（受けていません・受けています）。
※どちらかを選択すること。
· 私は、県又は市が実施するセミナー等に参加します。

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　

	添　付　書　類
	· 婚姻受理証明書又は婚姻後の戸籍謄本
· 所得証明書（令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分で夫婦の双方、所得がない場合は、所得がないことを証明する書類）
· 住民票（夫婦の双方）
· 令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分
納税証明書（夫婦の双方）
· 物件代金の領収書の写し及び売買契約書又は請負契約書の写し（住宅を取得した場合）
· 住宅の賃貸借契約書の写し及び領収書の写し（住宅を賃借している場合）
· 住宅手当支給証明書（様式第２号）（住宅手当を支給されている場合）
· 引越しに係る領収書の写し（引越費用の場合）
· 離職票その他の離職したことが分かる書類の写し（離職後、無職である場合）
· 令和２年中の貸与型奨学金の返済金の総額が分かる書類（貸与型奨学金の返済を行っている場合）
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



様式第２号（別表関係）
年　　月　　日

一関市長　　　　　　　様
給与等の支払者
所 在 地
名　　称
氏　　名　　　　　　　　　　　
電話番号


住宅手当支給証明書

　次の者の住居手当支給状況について、次のとおり証明します。

１　対象者
　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　住宅手当支給状況
⑴　支給している。
　　　　　　　年　　月から　　　住宅手当月額　金　　　　　　円
　　　※変更があった場合
　　　　　　　年　　月から変更　住宅手当月額　金　　　　　　円
⑵　支給していない。
⑶　住宅手当の制度がない。

（注意事項）
　１　住宅手当とは、住宅に関して事業主が従業員に支給する全ての手当等をいいます。
　２　住宅手当支給状況については、⑴から⑶までのいずれかに○をつけてください。
　


様式第３号（別表関係）
年　　月　　日
　一関市長　　　　　　　様
（申請者）住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　
電話番号

結婚新生活支援補助金変更（中止、廃止）交付申請書
　　年　　月　　日付け一関市指令　　第　　号で補助金の交付の決定を受けた結婚新生活支援補助金について、次のとおり変更したいので、一関市補助金交付規則により関係書類を添えて次のとおり申請します。
	交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	変　更　事　項
	

	変更後の事業内訳（該当するものに☑をすること）
	□住居費
（購入）
	契約締結年月日
	年　　　月　　　日

	
	
	契　約　金　額（Ａ）
	　　　　　　　　　　　　　円

	
	□住居費
（賃貸）
	家　　　　　賃
	①家　　　賃　月額　　　　　　　円
②住宅手当等　月額　　　　　　　円
実質家賃（①－②）　　　　円×　か月
　　　　　　　　　円

	
	
	敷　　　　　金
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	礼　　　　　金
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	共　　益　　費
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	仲介手数料
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	小　　　　　計（Ｂ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	□引越費用
	引越しを行った日
	年　　　月　　　日

	
	
	費　　　　　用（Ｃ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	合　計（Ｄ）　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助申請額　※（Ｄ）と補助上限額を比較し低い金額
（変更後）　　※1,000円未満切り捨て
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	添

付

書

類
	· 婚姻受理証明書又は婚姻後の戸籍謄本
· 所得証明書（令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分で夫婦の双方、所得がない場合は、所得がないことを証明する書類）
· 住民票（夫婦の双方）
· 令和２年（令和３年４月１日から同年６月30日までの間に申請するときは令和元年）分
納税証明書（夫婦の双方）
· 物件代金の領収書の写し及び売買契約書又は請負契約書の写し（住宅を取得した場合）
· 住宅の賃貸借契約書の写し及び領収書の写し（住宅を賃借している場合）
· 住宅手当支給証明書（様式第２号）（住宅手当を支給されている場合）
· 引越しに係る領収書の写し（引越費用の場合）
· 離職票その他の離職したことが分かる書類の写し（離職後、無職である場合）
· 令和２年中の貸与型奨学金の返済金の総額が分かる書類（貸与型奨学金の返済を行っている場合）
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※添付書類は、変更後の事業内訳が確認できる書類を添付してください。

様式第４号（別表関係）
年　　月　　日
一関市長　　　　　　　様
（請求者）住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
電話番号

結婚新生活支援補助金交付請求書

　　年　　月　　日付け一関市指令　　第　　号での通知のあった結婚新生活支援補助金について、補助金交付規則により関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を請求します。

１　請求額　　　　　　　　　　　円
２　補助金の振込先
	金融機関名
	銀行・金庫
組合・農協
	支店名
	本店・支店
本所・支所

	預金の種類
	普通　・　当座　・　その他（　　　　　）

	口座番号
	

	口座名義
	（フリガナ）

	
	


　　※　請求者は、補助金の交付の決定を受けた者とし、口座名義は、請求者氏名と一致すること。
　　※　口座が確認できるものの写しを添付すること。






1
